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1．総論 

【総括判断】「県内経済は、緩やかに回復しつつある」   
項 目 前回（5年7月判断） 今回（5年10月判断） 

前回 
比較 

総括判断 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

（注）5年10月判断は、前回7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。    

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある。生産活動は、持ち直しつつある。雇

用情勢は、持ち直している。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（5年7月判断） 今回（5年10月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
物価上昇の影響はみられるものの、緩やかに
回復しつつある 

物価上昇の影響はみられるものの、回復しつ
つある  

生産活動 持ち直しつつある 持ち直しつつある 
 

雇用情勢 持ち直している 持ち直している 
 

設備投資 
5年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業） 

5 年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業）  

企業収益 5年度は増益見込みとなっている（全規模） 5年度は増益見込みとなっている（全規模） 
 

企業の 

景況感 

「下降」超幅が縮小している（全規模・全産

業） 
「上昇」超に転じる（全規模・全産業） 

 

住宅建設 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を下回っている 前年を上回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が持ち直す中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くこ
とが期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振
れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十
分注意する必要がある。 

 

2．各論 
◼ 個人消費 「物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある」 
百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、家電、ドラッグストア及びホームセンターの各販売額及び

新車登録届出台数は前年を上回っている。このほか、宿泊、娯楽などは回復しつつある。このように個人
消費は、物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある。 
 
 
 
 



（主なヒアリング結果） 

➢ 7-9月期は、猛暑であったことや行楽の復活により、定番のおにぎり、カウンターフード、ドリンク、フローズンなど、
コンビニならではの商品の売上が特に良かった。（コンビニエンスストア） 

➢ 物価上昇による買い控え等は、特段生じていない。電気代が上がっているため、省エネ機能の高い、高価格帯の商品（エ
アコンなど）が、エコ家電補助金の後押しもあって、よく売れている。（家電量販店） 

➢ 値上げの影響か買い上げ点数が前年を割っているものの、EDLP（EverydayLowPrice）施策によって、他の店舗と比べても
価格が安いこともあってか、日用品が売れており、売上高・客数は前年を上回っている。（ドラッグストア） 

➢ 売上高、客室単価、客室稼働率は前年を上回っている状況。コロナ前と比較すると、客室稼働率は依然低い状況であるも
のの、客室単価が大幅に増加しているため、RevPER（客室単価×客室稼働率）は、ほぼコロナ前の水準に戻っている。（宿

泊） 
➢ コロナ 5 類移行により行動制限が解除され、来園者が増加したことから前年同月比で売上は増加。夏休みの時期を中心
に、遠方からの来園や、外国人の来園も増加した。（娯楽） 

◼ 生産活動「持ち直しつつある」 

生産を業種別にみると、生産用機械が減少しているものの、輸送機械及び食料品・飲料は横ばいの動き、

化学は増加していることから、持ち直しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 中国の販売競争が激化しておりマイナス面も大きくなっている一方で、半導体不足の解消や米国経済の好調によるプラス

面も大きい。（輸送機械） 
➢ 今年の夏は猛暑であったことから、衣料用洗剤の需要が増加し、生産量は高稼働で推移している。また、化粧品は、中国
向けの需要が戻り切っていないものの、外出や猛暑でマスクを外す機会が増加したこともあり、国内需要が回復し、生産量
は前年並みとなっている。（化学） 

➢ 5年7月については、人手不足で製造が追いつかない面があったが、8月以降は供給が安定。（食料品・飲料） 
➢ 半導体製造装置（SPE）分野の受注高については、半導体業界の一部投資計画の見直しもあり、高水準であった前年と比べ
れば低いものの、全体として堅調に推移。（生産用機械） 

 

◼ 雇用情勢 「持ち直している」 

雇用保険受給者実人員は前年を上回っているものの、有効求人倍率は概ね横ばいであり、新規求人数は

増加していることから、雇用情勢は、持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 稼働率が低いのは、人員不足によるところが大きい。需要があるにも関わらず、稼働率を抑えざるを得ない。（宿泊業） 
➢ 昨年 12 月にベースアップを実施、昨年実施した物価手当を基本給に組み込んで恒久化、今夏の賞与も増加するなど、給
与は上げている。（小売業） 

◼ 設備投資 「5年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年7-9月期 
○ 5年度の設備投資計画額をみると、全産業で前年度比16.9％の増加見込みとなっている。業種別にみると、
製造業は同8.8％の増加見込み、非製造業は同29.4％の増加見込みとなっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 流通系基幹システムの更新を予定しており、増加予定。（卸売業） 

➢ 製造ラインや倉庫の更新を行う予定であり、大幅増。昨年度もラインの更新を行っており、この2年は大型の投資となっ
ている。（製造業） 

◼ 企業収益 「5年度は増益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」5年7-9月期 
○ 5年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、全規模で前年度比3.4％の
増益見込みとなっている。業種別にみると、製造業は同2.4％の増益見込み、非製造業は同5.3％の増益見込
みとなっている。 

◼ 企業の景況感 「『上昇』超に転じる」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年7-9月期 
○ 企業の景況判断BSIをみると、全産業で「上昇」超に転じる。規模別にみると、大企業、中堅企業及び中小
企業のいずれも「上昇」超に転じている。 

◼ 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家、分譲住宅及び貸家のいずれも前年を下回っており、全体で前年を下回
っている。 

◼ 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 公共工事前払保証請負金額をみると、前年を上回っている。 
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1.個人消費

【グラフ1】

（注）全店ベース、令和5年7-8月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ2】

（注）全店ベース、令和5年7-8月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ3】

（注）全店ベース、令和5年7-8月期は当局試算である。 【経済産業省】

物価上昇の影響はみられるものの、回復しつつある

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

神奈川 2.7 7.3 0.3 2.7 11.6 9.0 0.7 0.1 7.7 12.6 3.0 2.1 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.4 6.7

全国 5.8 13.5 6.2 9.3 19.1 10.9 4.1 3.7 14.4 18.8 8.6 7.6 5.3 5.7 7.6 10.9
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対前年増減率（％）

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

神奈川 3.2 1.6 4.7 5.7 ▲ 1.4 2.7 2.8 4.0 2.2 0.6 1.8 4.7 4.3 5.0 6.0 5.4

全国 3.3 1.8 3.8 5.2 0.5 2.8 2.6 4.2 2.5 1.1 1.7 4.4 3.2 3.8 5.2 5.1

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
スーパー販売額

百貨店販売額

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

神奈川 4.4 4.0 4.0 4.6 1.4 5.1 5.8 2.5 3.6 4.3 4.1 5.3 4.0 2.7 4.4 4.7

全国 6.0 5.4 4.8 5.8 2.3 6.5 7.9 3.9 4.1 6.2 6.0 5.3 5.5 3.6 5.2 6.3

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
コンビニエンスストア販売額
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【グラフ4】

（注）全店ベース、令和5年7-8月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ5】

（注）全店ベース、令和5年7-8月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ6】

（注）全店ベース、令和5年7-8月期は当局試算である。 【経済産業省】

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

神奈川 2.2 ▲ 4.6 ▲ 4.5 9.8 12.8 11.2 1.1 ▲ 3.4 ▲ 3.5 ▲ 2.2 ▲ 7.5 ▲ 7.8 ▲ 5.5 ▲ 0.3 5.5 14.6

全国 1.1 ▲ 1.5 ▲ 5.0 4.5 6.4 0.1 0.3 2.5 ▲ 0.3 1.3 ▲ 4.6 ▲ 3.9 ▲ 4.7 ▲ 6.3 5.0 3.9

▲ 10
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対前年増減率（％）

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

神奈川 8.2 3.5 7.6 7.3 6.3 8.0 6.5 10.1 4.1 4.5 2.2 6.8 7.5 8.4 8.4 6.2

全国 8.4 6.1 9.1 8.9 5.6 6.0 7.9 11.1 5.0 5.6 7.8 9.0 9.0 9.4 10.2 7.6

▲ 5
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対前年増減率（％）
ドラッグストア販売額

家電販売額

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

神奈川 0.4 1.7 1.5 6.1 ▲ 0.3 2.2 ▲ 2.7 1.5 2.4 2.6 0.2 4.5 ▲ 1.2 1.3 8.9 3.0

全国 1.2 ▲ 0.3 ▲ 1.1 3.1 ▲ 3.2 1.7 ▲ 1.3 2.9 ▲ 1.4 0.1 0.3 0.4 ▲ 2.0 ▲ 1.8 5.2 0.9

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
ホームセンター販売額
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　 【グラフ7】

（注）四半期は当局試算である。 【日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会】

【参考】

（注）「家計調査」（総務省統計局）をもとに当局作成、農林漁家世帯を含む 【総務省統計局】

10-12 1-3 4-6 7-9 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

4年 5年 4年 5年

普通車【右軸】 8,188 12,123 9,494 10,695 7,937 8,364 8,263 9,303 11,393 15,672 8,532 8,980 10,969 11,087 9,119 11,879

小型車【右軸】 4,830 5,891 4,166 4,722 5,469 5,187 3,833 5,047 5,666 6,961 3,840 4,116 4,541 4,944 4,041 5,181

軽自動車【右軸】 4,096 4,745 3,688 4,190 4,172 4,346 3,771 4,170 4,373 5,693 3,445 3,488 4,131 3,892 3,727 4,952

対前年増減率【左軸】 7.7 14.9 22.6 16.7 25.5 4.5 ▲ 4.1 9.4 24.6 12.0 12.3 34.4 22.5 18.2 21.7 11.8
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（台）対前年増減率（％） 乗用車新車登録届出台数（神奈川県）

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

消費支出額【右軸】 322,275307,279309,573316,573 324,425315,655291,422359,746315,507283,236323,095318,295299,393311,032302,061331,084

対前年増減率【左軸】 9.5 7.2 2.9 7.4 1.5 10.2 4.2 13.6 3.4 12.9 6.2 2.6 ▲ 3.6 10.6 8.2 17.8
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家計消費支出（横浜市・川崎市・相模原市の合算、二人以上の世帯）
（円）対前年増減率（％）
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2.生産活動

【グラフ8】

　

【神奈川県】

【グラフ9】

　

※

（注）四半期は当局試算である。 【神奈川県】

持ち直しつつある

（注）四半期は当局試算である。

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

生産指数 97.3 92.2 101.1 98.0 97.4 98.6 96.1 97.1 90.5 91.8 94.4 98.0 106.3 99.0 97.2 98.7

出荷指数 93.2 87.3 91.7 88.8 92.2 94.0 92.0 93.5 85.6 86.5 89.7 88.2 94.8 92.1 88.5 89.1

在庫指数 114.8 111.7 110.3 109.0 113.5 113.2 116.6 114.5 113.2 111.6 110.3 109.7 111.4 109.9 108.7 109.3
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指数（Ｈ27＝100）

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

輸送機械【左軸】 99.4 85.7 94.3 92.4 93.6 97.9 96.7 103.7 86.7 85.0 85.4 97.2 92.5 93.3 91.6 93.2

化学【左軸】 99.7 99.4 94.0 100.9 105.9 99.9 99.3 99.9 98.8 95.4 103.9 96.6 87.0 98.4 99.4 102.3

食料品・飲料【左軸】 100.0 91.1 89.3 90.7 98.7 101.4 98.4 100.1 93.7 88.5 91.0 85.7 92.9 89.3 90.7 90.7

生産用機械【右軸】 122.3 132.9 223.4 196.8 148.3 128.5 119.3 119.1 103.3 140.0 155.5 197.7 291.8 180.8 195.0 198.6
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生産指数（Ｈ27＝100）

工業生産指数・出荷指数・在庫指数（神奈川県：季節調整値）

業種別工業生産指数（神奈川県：季節調整値）
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3.雇用情勢

【グラフ10】

　（注）1.パートを含む。  2.四半期は当局試算である。 【厚生労働省】

【グラフ11】

　（注）四半期は当局試算である。 【神奈川労働局】

【グラフ12】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年7～9月期調査））】

持ち直している

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

新規求人数（神奈川）【右軸】 0.4 ▲ 2.1 1.0 3.8 ▲ 0.2 ▲ 0.5 0.7 0.5 ▲ 1.6 ▲ 2.0 1.1 ▲ 3.9 10.2 ▲ 4.8 0.8 6.1

有効求人倍率（神奈川）【左軸】 0.92 0.91 0.91 0.92 0.91 0.91 0.92 0.93 0.92 0.91 0.90 0.90 0.92 0.91 0.92 0.92

有効求人倍率（全国）【左軸】 1.35 1.34 1.31 1.29 1.32 1.34 1.35 1.36 1.35 1.34 1.32 1.32 1.31 1.30 1.29 1.29

▲ 10
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10

20

0.8

1.0

1.2

1.4

（倍） 対前月（期）増減率（％）有効求人倍率・新規求人数（季節調整値）

10-12 1-3 4-6 7-8 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

4年 5年 4年 5年

雇用保険受給者実人員【右軸】 26,02024,21325,48829,395 27,88426,79725,73725,52624,30824,12824,20324,06824,96427,43328,59730,192

対前年増減率【左軸】 ▲ 5.2 ▲ 2.6 3.8 4.4 ▲ 7.5 ▲ 6.2 ▲ 3.7 ▲ 5.6 ▲ 4.8 ▲ 2.2 ▲ 0.5 2.0 5.4 3.8 4.9 3.9
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▲ 20
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（人）対前年増減率（％） 雇用保険受給者実人員（神奈川県）

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

4年 5年 6年

全産業 20.1 20.9 23.3 28.5 31.0 30.6 28.4 26.7 25.6

製造業 16.1 12.2 14.8 22.6 20.6 24.9 20.6 20.1 15.9

非製造業 23.0 26.8 29.9 33.2 38.7 34.5 33.8 31.3 32.4
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（％ﾎﾟｲﾝﾄ） 神奈川県内企業の従業員数判断BSI（業種別）

（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比）
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4.設備投資

【グラフ13】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年7～9月期調査））】

【グラフ14】

　

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年7～9月期調査））】

5.企業収益

【グラフ15】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年7～9月期調査））】

5年度は増加見込みとなっている（全規模・全産業）

5年度は増益見込みとなっている（全規模）
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6.企業の景況感

【グラフ16】

　

　 【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査（5年7～9月期調査））】

7.住宅建設

【グラフ17】

　

　

　（注）1.対前年増減率には給与住宅を含む。 2.四半期は当局試算である。 【国土交通省】

「上昇」超に転じる（全規模・全産業）

前年を下回っている
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4年 5年 6年

全規模 ▲ 10.6 ▲ 7.8 0.6 ▲ 5.3 ▲ 6.3 ▲ 2.2 7.9 9.1 7.9

大企業 ▲ 5.8 ▲ 0.5 9.8 ▲ 7.1 ▲ 4.4 ▲ 2.2 12.4 10.7 10.1

中堅企業 ▲ 9.5 ▲ 8.8 1.9 0.0 ▲ 2.6 ▲ 3.3 6.5 14.8 10.3

中小企業 ▲ 17.6 ▲ 14.8 ▲ 10.8 ▲ 8.6 ▲ 12.3 ▲ 1.3 4.4 1.9 3.1
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8.公共事業

【グラフ18】

　（注）四半期は当局試算である。 【東日本建設業保証㈱他】

前年を上回っている
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対前年増減率 ▲ 2.2 5.7 ▲ 2.6 3.5 ▲ 8.4 ▲ 8.8 15.3 118.1 ▲ 1.0▲ 21.0 16.6 ▲ 24.2▲ 5.1 ▲ 5.9 2.3 13.9
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